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の 生産性の計測と 科学技術政策への 適用可能， 性 

0 中野 諭 ( 慶 樵人 / 内閣府経済社会総合研 ) , 

中川尚志 ( 内閣府経済社会総合研 / 科学技術振興機構 ) , 

黒田 畠裕 ( 内閣府経済社会総合研 ) 

q. はじめに 

社会の技術的性質に 基づく、 経済の連関構造を 表す分析ツールを 提供することは、 産業連関フレームワーク 

の重要な側面のひとつであ る。 したがって、 今日のよ う @ こ 技術を基礎とする 社会の複雑かつ 動学的な構造を 理 

解するために、 産業連関フレームワークの 活用は非常に 有効であ る。 

本研究では、 i96 年 以来作成されているわが 国の接続産業連関表に 焦点を当て、 財 別の生産性成長率の 

点から技術の 連関構造の変化を 計測した結果を 示す。 産業が様々な 生産技術の集合体であ ることを鑑みれば、 

産業と技術の 間には集計 度 において大きな 乖離が存在する。 そのため。 技術の連関構造を 明らかにするために 

は、 できるだけ詳細な 産業部門分類にまで 集計度を下げる 必要があ る。 その点、 産業連関表で 扱われる財の 数 

は 約 400 であ り、 財の生産プロセス、 つまり経済活動の 詳細な分析を 可能とする。 

こうした試みに 加え、 本研究では、 生産性成長率の 計測を通して 得られた情報を。 科学技術政策の 立案にど   

のように適用することが 可能かを検討する。 

  分析 力 ; 

生産性を計測する 前に、 産業連関表の 三角化を行う。 三角化とは。 産業連関表を 下流経済活動から 上流経済 

活動へ、 加 T 度の高い財を 生産するプロセスから 加 T 度の低い財を 生産するプロセスに 再配置する方法であ る 

( 表工 (DA から L) 。 三角化された 表を用いることで、 わが国の経済構造を 傭 瀕 し、 その技術連関を 追跡するこ 

とが可能 @ こ なる。 

表 転経済活動のブロック 分類 
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． 2. ユニット。 ストラ 

ユニット。 ストラクチャー U 。 とは、 財ぇの 最終需要 且 単位 ( )) を生産するために、 直接。 間接的に必要とな 

るすべての投入のバスケットであ る ( 式で )) 。 ただし、 りは、 寡 要素が 1 で、 他のすべての 要素が 0 の 縦べ 

クトルであ る。 また。 萬は投入係数行列、 叶 および 隅 K はそれぞれ労働投入係数ベクトル、 資本投入係数ベク 

トルを示す。 

式 (1) 

学的ユニット 了三 

第 経済活動における 静学的 ( 全要素生産性 ) の成長率は、 式 (2) によって求められる。 ただし、 か乃， 。 

乃 ，は、 それぞれ財の 価格、 第二経済活動における 労働の価格、 および資本の 価格を表す。 あ は窩 経済活動の 

産出であ る。 また、 あ 。 仏石 は 、 それぞれ 簗 経済活動における、 第 Ⅰ 財 、 労働、 および資本の 投入を示す。 
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ぽプ 式 (2) 
  

に、 2.2. 節におけるユニット。 ストラクチヤ 一の概念を導入したものが、 静学的 ュニッ 

がって、 静学的ユニット には、 生産の波及 分 が含まれている。 第で経済活動におけ 

る 静学的ユニット 成長率は、 式 (3) のように表される。 

箕 。 ，   一   "" 

笈， 郵鞭 3) 

．静学的マクロ 丁 f.P 成長率に対す 

P  成長率は 、 ま守 4) に 示 成長率からも 静学的ユニット 

成長率からも 導出することができる。 特に、 マクロの名目付加価値に 占める各生産活動の 名目産出額を 、 ド   

一 マー。 ウェイトという。 財 別の静学的Ⅱ ヂ 成長率の静学的マクロコ ヂ 成長率の寄与を 計測することで、 ど 

の経済活動が Wp 成長を牽引していたか、 また逆にボトルネックになっていたかを 見ることができる。 

仰が sW グと どあ れ Ⅹ ぞ ] ノ 式 (4) 

一 812 一 



3  ． 一 ワ " 。 一 - 

財の投入。 産出構造については、 『昭和 35 一 0 一 45 年接続産業連関表山からに 平成 2 一 7 一五 2 年産業連関表山 

まで 5 年ごとに公表される 7 つの接続産業連関表を 使用している。 可能な限り詳細な 部門 分 

性を計測するため、 接続産業連関表をほ ほ 基本分類レベルで 正方化している。 

価格は、 接続産業連関表のインフレータを 上記の部門分類にディビジア 集計したものを 用い。 

本の価格に関する 情報は。 大学産業研究所データベース ) から得たものを 上記の 

部門分類に対応させて 使用している ， " 

  計測結果 

成長率は 、 2960 一 % ㈱年について 5 年ごと 期間について 計 lut れる。 しかし。 紙幅の都合上、 

ここでは 1995 一 20 ㏄年の夏期間の 計測結果についてのみ 掲載する。 

と 静学的ユニッ 丹下 拝 

25   

20   

Macm@ne 卍 

Me 卸 Prnclur 迭 

妓では荻 cU ㎡ tTFP 

  

  

  

  

conS む u 。 

一 5 
Electnc@PToducts FOnd Prnntll, 匝 

㎞ f F ぬ ， @ P, 。 田 

尺 epa 旺 S 
-l0 

Servic 

  

 
 

 
 

 
 

 
 

の 早成長率 ( 単位 % 、 7995 一 2000) 

lKnB に関しては、 愛聴義塾大学商学部新保一成教授からデータを 提供していただいた。 ここに記して 感謝したい。 
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㍗の 年 成長率 ( 友輔・ 泡と 静学的マクロ 成長率への寄与 ( 右軸洸 x ドーマー。 ウェイト ) 

本研究では、 きわめて詳細な 産業部門分類レベルでの 静学的 TFPp 成長率を計測し、 それがマクロ 

率にどのような 影響を与えているかを 明らかにすることで、 技術の連関構造の 変化を解明する 試みを行った。 

イノベーションがあ る生産プロセス。 あ るいは において生じたとすれば、 それがマクロ 

与する過程で、 どの生産プロセスがボトルネックになっていたか。 われわれは、 どの経済活 

を集中的に投下すればよいのか。 あ るいはよかったのか。 本研究から得られる 情報は、 こうした聞いに 対す 

る 答えを用意する 材料になるだろう。 
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